
第1回原産年次大会概要報告

昭和43年3月

日本原子力産業会議
＼
挑！

擁亀ノ



鷺’

　　　　痢
撃　　　　　　　　肋

　黙も旗。

木川田経済審議
会長の特別講演

彦姥

舞　蜘繍

開会総会で挨拶する菅会長

繊・

覇
轟
鋸
難

聴
　
珍
舞

働　1掛
鐙 懸

午饗会で講演する宇佐美日本銀行総裁



特別講演する各国代表

『
ご
妻ミ
7
兀
診
マ
￥
腎

　
紅
…

　
　
し

講 轟毒鍵灘

米原子力委員会
E・」．プロツク氏

醗国璽難麹講

社
氏
　
ン
公
ノ
　
グ
カ
ン
　
ラ
子
フ
原
L
英
N

庁
氏
　
工
力
リ
　
ド
子
ン
原
バ仏
G

灘
、

第5セッションパネル討論会会場

第3セッションシンポジウム会場

参加者全員によるレセプション



目 次

i鍋催の趣旨　・・…・…・…，……・………・函’……・……………・・…・・………・………・…・…・・…　　1

準備経過の概要　………・・………・・…・…・………………………・・…・……・・…………・…　　1

準備委員会委員名簿……………・…・・………………………＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿＿　　3

プログラム総括表　………………・・…・……………・・…・……………・・………・…………　4

プログラム　……………・・…・……・・…………・……・・…………・……………・・…・………　6

　　　　　　第　1、日　 2月21日（かく）

第1セッション　………・・………・…一・……………・……………・…・・……………（10～嘩6）

o　爾会総会

　　所　感　　有沢広己氏………………………・…・………ρ………10

　　原子力巌業の現状　　橋本清之助氏…………・・……・……・……・……・掴

。　特別講演

　1　将来の産：業群肝：と原子力開発　木川照　一　隆　氏…・・……・……　12

　H　動力炉開発．計画．　．、　　』　井…上　五・・郎一・氏・…・………・…　14

　逼　原子力開発と放射能安全　　　三　宅　泰　雄　氏………………　15

第2セッション………………・・………・……・・・…………………・・……………・…（17～24）

◎　海外特別講演

　1　海外に対するアメリカの濃縮ウラン供給　E．」．プロツク氏　……　1ア

　頁　イ、ギ、リスに知ける核燃料サイクル。サービス

　　　　　　　　　　　　　　　　　N．L．フランクリン氏・…9●’岡のβ’…　　奇9

　璽　フランスにお・ける高速炉縄発計画　G．バンドリエ氏………………　22

◎　午餐会に細ける特別講演・一・……・一一・一一…・…………一…・・…　（25～28）

　　最近の経済、金融情勢について　宇佐美　　　淘　氏　……………　25

　　　　　　第2長ヨ　2月22日（木）
第3センシヨン・繭・………・…………………’川‘・…」……………・・………・・…・砧　（29～36）

　シン．ポジ．ウム．．，、＿「プル．トニ・カムの熱・中性・子騨へのリサイクル」………　29



G　講演の部

　　　　1わが国に鯉乃ズルトニウムの熱中性子炉へのけイクルの考え方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山田　太三郎氏

　　　　R　プルトニウム燃料の加工の現状と問題点　　　　　鎌　田　　　稔　氏

　　　　斑　熱中性子動：力炉に駆けるプルトニウムの利用　．，吉　岡　俊　男　氏

○　討論の部

　　パネルメンバー

　　萩野谷　　徹氏，鈴木範雄氏，藤井哲博氏，今井隆吉氏

　　中村康治，恥，関義辰氏，岡島安二郎氏，武井満男氏

　　平田　穣氏．、，．

第4セッション　・……一…・………一・∴一・…・………………………・………　（57～41）

○　招待講演

　1 核燃料産業の現状と将来 …… ｡井美材氏……・…・…・…57

　”　動力炉の建設経験　………………　鈴木　小兵衛　氏　……・…・…・…　59

　種　原子力施設の安全性　……………　向　坊　　　隆氏　………………　40

簗5セツシヨ∠”……．◎…’…’…蛎’………’…∵”●∵……“’（42～50）

o　パネル討論会　　「長期エネルギー計画と原子力発電」

　玉　電力長期計面と原子力癸電開発，＿＿＿＿．．山崎久一氏・…・…磯2

　耳　外電用燃．料閑題の将来……・・…………・………向坂正男氏………45

　ii　石油需給の動向と石油澹業の課題＿＿…．，．脇坂泰彦氏………45

　1V　謙先用核燃料の確保について　………………繊　中　直治郎　氏………46

0　原産特別委員会報告

　玉　核拡散防止問題特別委員会　…………………清成　　連氏………48

　H　材料試験炉利用懇談会…・………。……・………平塚正俊氏………49

　還　アイソトープ・放射線利用に関する化学、緯維工業懇談会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　斉藤展雄氏……山・50

　N　原子力用鋼材標準化懇談会・…・………・………湯川正夫氏…・…・」50

0　閉会総会　 …・………一…・…・一…………・……………一・・…………一一・……… T淫

第1回大会の成果　………………・・…………・………………………・・。………………・・…・51．



第1回原産年次大会概要報告

　　　　　　　　　　　　　　開会の’趣旨

　日本原子力産業会議は、昭和42年霞事業計画のなかで、主要事業の1

．9どして年次大会を欄催することを雪洞した。その趣旨は、臨画力産業の

全般にわたる政策慶よび経営・闘題を中心として、意見発表と討論を知こな

い、産業界の見解をひろく内脈に寛明して、国民の理解をふかめるととも

に、関係者のいっそうの意欲を慮り上げようとするものであった。

　アメリカに於いてぱ、’原子力産業会議と原子力学会とあ馬共伺による大会

が年々閣かれて儲り、そこではアメリカ原子力委員会の璽要な政策や資料

の発表も鉛こなわれ、文字通・り漂子力界全体の活動を結集する場と友’って

いる．わが国の場含は、原産発足以来42年にして年次大会の開催が臼程

に上ったわけであり、比島綾で・に蓄積した力をもとに、わが国の原子力開

発が実話化の段階へ大きく飛躍する時期の記念碑であるともいえよう5

　大会はB本原子力学会はじめ関連学協会の協力のもとに、周到な準備を

すすめ、核燃料問題を基調として昭和45年2月21日、22環ゐ両日、

東京平河町の都市センターに聰いて開催され、閣係者の序期以上の成功を

お・さめた。

　以上は、大会に着ける講演の内容を中心とした概要報魯である。

準備経過の概要

　第喋回原産年次大会の顯催にあたっては、その構想を具体化するため昨年

8月に輩業界ならびに学織経験者からなる準備委員会（別紙委員名簿参照）

を設置し、大会の簾催方式、発表のテー町、内外の諸会議との関連など基本

的な考え方を討議し、この年次大会が将来わが国全体の原子力年次大会と

いえるものに発展ナることを期待して、その方向で構想を嗣め．内容の計繭を
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す㌧めた。このためこの年次大会の企画に当ってぱ、従来から毎年2月、日

本原争力三会が中心となり関連学協会と共催して開催する源子力総合シン

ポジウムの内容に十分配慮し、テーマの調整をはかった。

　その結果、原子力総合シンポジウムはより学術的専門分野に専念し、原

産鰍大会は産業的性格を強調P納容のものと」踊って原子力開発に

資することとした。このため閣催期貨についても参加者の便宜を老慮して

学会のシンポジウム（2月19日、20日）に引き続いて2月24日（水）、

22日（木）の．2日間開催することとした。

　年次大会全体を通じての基調となるテーマは、今年が核燃料の年ともいえ

ることから「核燃料問題」とし、その講成（別紙プログラム参照）を

　（1｝　開会総会の部

　（2｝　論議i講演の部・・……・……7悟牛（うち海外5件）

　（3）　招待講演の部・・……・……5件　　　　　　　　　　　　　　　．・

　（4｝　シンポジウムの鶴・…・・1セッション

　㈲　パネル討論会の部……毛セッション

（6｝原翻砺巌暑会の部”一件

　（7｝　閉会総会の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　とし、アメリカ、イギリス、フランスなど海外よりの特別講演を含めて、

産業界の権威考、専門家に所見の発表を願うこととした。
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委員長

　り ﾌ　　　　じ　

委　　員

準備委員会委員名四

一本松珠磯

田　中　直治郎1

加　藤　博　見

河　内　武　雄

吉　岡　俊　男

荘　村　義　雄

内古閑　寅太郎

島　村　武　久

高　井　亮太郎

阿　部　滋　忠

今　井　美　材

宗　宮　筒　行

大　山　　　彰

（順不同’敬称略）

日本原子力発電㈱社長

：東京電力㈱常務取締役

関西電力㈱副祇長．

中部電力㈱副社長

瞬本原子力発電㈱常務取締役

電気事業連合会副会長

日本原子力纂業㈱専務取締役

古河電気工業㈱常務取締役

海外電力調査会会長

臼本原子力積究所理事

動力炉・核燃料醐発事業団副理事長

東京大学名誉教授

東京大学教授
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プ　　ロ　　グ　　ラ　　ム

会期　昭和45年2月21日（水）～22B（木）

　　　　　　　第

第1セッション

　開会総会　議長

　　挨　　拶

　　準備経過報告

　　祝　　辞、

　　　〃

　　所　　感

　　原産報告

特別講演

1）

‘会場日本都市センター

　　（東京都千代田区平河町）

　　　1　日　　　2月2

　　A会場

　　（注）　A会場ニホール

　　　　　B会場：男ll館2階講堂

　　　　　C絵場＝：本館講堂

日（水）

　　　　　　　　　（9．50～i2．0◎）

　　　「将来の産業構造と原子力開発」

　　　　木用田

2）　「動力炉開発計画」

　　　井　上

5）　「原子力翻発と放射能安全」

　　　　三　宅

午餐会　マツヤサロンー「全共連ビル6階一一

　特別講演

　　　　　「最近の繧i済、金融情勢について」

　　　　　　宇佐美

　　　芦　原　義　重　氏（関西電力社長）　　950～1αoo

　　　菅　　　纏之助　氏（日本原子力産業会議会長）

　　　一本松　珠　磯　氏（原産年次大会準備委員長）

　　　鍋易直紹氏（科単技術庁長官・原子力委員長）

　　　椎　名　悦三郎　氏（逓商産業大臣）

　　　有　沢　広　已　氏（原子力委員長代理）

　　「原子力産業の環状」　　　　　　　　　　　10．00～40．50

　　　橋　：本：　清之助　氏（日本原子力産業会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表常任理事）

議長　藤　波　　　収　氏（電源開発総裁）、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10．50～44．eo

　　　一　隆．氏（経済審議会会長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1～．00～11．50

　　　五郎氏（動力炉・核燃料開発事業団理事長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　4。50～12．00

　　　泰　雄　氏（東京教育大学教授，源子力安全研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協会理事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42．荏5～窪4．0〔｝）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15，50～1　4．00

　　　　　　　淘　、氏（日本銀行総裁）

　　　　　　　　　一6一



第2セッション　A会；揚　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ！・．10～1Z10）

　海外特別講演

　　　議長　　一本松珠磯　氏’・（日本原子力発電社長）

　　1）　「海外に対するアメ1）カの濃縮ウラン供給」　　　　楓柑～15旬

　　　　　E．」．プロツク氏（アメリカ原子力委員会事務総長代理）

　　　議長　関義長氏（三菱原子力工藁会長）

　　2）　「イギリスに掃ける核燃料サイクル・サービス」　15．稲～16．ね

　　　　　N・L．フランクリン氏（イギリス原子力公社生産部次長）

　　　議長　　瀬藤象二氏　（日本原子力事藁絹談役）

　　5）　「フランスにおける高速炉開発計画」　　　　　　1邸。～1z旬

　　　　　G．バンドリエ氏（フランス原子力庁物理研究部長）

　　　　　　　　　　　　　　　艮本都市センター
レセプション @　　一本館断麟　皿（1Z50～18．50）

　　　　　　　第　2　日　　2月22日（木）

第3セッション　A会場　　　　　　　　　　　　　　　　　（950～12」0）

　シンポジウム　　「プルトニウムの熱中性子炉へのリサイクル」

　　　議長　加藤博見氏（関心電力副社長）
　　講演の部

　　1）　「わが国に鉛げるプルトニウムの熱中性子炉への

　　　　　リサイクルの考え：方」　　　　　　　　　　　　950～皇55

　　　　　　　　山　iヨ　太三郎　氏（原子力委員会婁員）

　　2）　「プルトニウム燃料の加工の現状と問額点」　　　　軌55～像O・20

　　　　　　　　鎌　田　　　稔　氏（動力炉・核燃料開発事業団理事）

　　5）　「熱中性子動力炉に診けるプルトエウムの利用」　1α20～1α45

　　　　　　　・吉　蘭　俊　男　氏（日本原子力発電常務取締役）

休 憩 10．45～鷹0．55

一7一



討論の部

議　長

萩野谷　　　徹

藤　井　哲　博

中　村　康　治

関　　　義　籏

岡　島　安二郎

武，．井　満　男

平　田　　　穣

　　　　　　　　　　　　　　　　　鷹G。55～42，旭0

吉　岡　俊　男　氏（日本原子力発電常務取締役）

氏（科学技術庁），鈴木範雄氏（東：京電力）

氏（閣茜電力），今・井　隆　吉　氏

　　　　　　　　　　　　　　（臼本原子力発電）

氏（動・燃事業団）

氏（三菱原子力工業）

氏（日本ニユクリア・フユエル）

氏（目本エネルギー経済研究所）

氏（日本原子力研究所）

第4セッション　B会場　　　　　　　　　　　　　　　　⑲50～1ZOO）

　招待講演

　　　　議長　新井：友蔵氏（日本鉱業協会会長・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同和鉱業社長）

　　D　「核燃料産業の現状と将来」　　　　　　　　　　　鴨0～橡20

　　　今　井　美　材　氏（動力炉・核燃料隔発事業団副理事長）

　　　　議　長　　和　田　恒　輔　氏ぐ竃士電機製造相談役）

　　2）　「動力炉の建設経験」　　　　　　　　　　　　　｛0・20～窪穏0

　　　鈴　木　小兵衛　氏（日本原子力発電敢締役建設部長）

　　　一議長　丹羽周夫氏（日本原子力研究所理事長）
　　5）　「原子力施設の安全性」　　　　　　　　　　　　　喋1．犯～12．00

　　　向　坊　　　隆　氏（東京大学教授・原子炉安全専門審査会会長）

第5セソション．C会場　　　　　　　　　　　　　　　G　5．30～16・50）

　パネル討論会　　「長期エネルギー計画と原子力発電」　鳳5G～価50

　　　　議　長　　松　根　宗　一　氏（日杢原子力産業会議副会長）

　　1）　「電力長期計画と原子力発電開発」　　　　　　　鳳50～樽55

　　　山　崎　久　一　氏（中央雷力協議会専務理事）

　　　　　　　　　　　　　　　一8一



　　2）　「発電用燃料問題の将来」　　　　　　　　　　　　15．55～14．20

　　　向坂正男氏（日本エネルギー経済研究所所長）

　　5）　「石油需給の動向と石油産業の課題」　　　　　　斌20～縁55

　　　脇坂泰彦氏（丸善石油常務取締役）
　　4）　「発電用核燃料の確保について」　　　　　　　　14．55～14．50

　　　潤　，中　直治郎　氏（東京電力常務取締役）

　　討論　　　　　　　笹50～155σ
　原灌馨惑…男騒委員会幸侵皆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　5．50～1　6．50

　　　議長　大屋　敦氏（日本原子力灌藁会議副会長）

　　の核拡散防止問題特別委員会　　　　　　　　　　　15．50M5．50

　　　委員長　清成　 遍氏（動力炉・核燃料嗣発三業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　副理婁長）　　　．　・・，　　・．

　　2）材料試験炉利用懇談会　　　　　　　　155園ム10
　　　委員長　　平　塚　正　俊　氏実往友原子力工業社長）

　　5）アイソトープ・放射線利用に関する

　　　　化学，繊維Σ業懇談会　　　　　　　　　　　　　　i6，1e～窪6．50

　　　委員長　　斉　藤　贋　雄　氏（昭和電工専務取締役）

　　4）原子力用鋼材標準化懇談会　　　　　　　　　　　　16・50～拓50

　　　委員長　湯川正夫氏（八幡製鉄副社長）

閉会総会　議長大屋敦氏
　　大会成果のとりまとめ　　　　　　　　　　　　　　　1砺0～獄00

　　閉　会　挨　拶　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　1スoo～唱zlo
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第りセッション

○　二会総会

議長　芦原義重氏　（関西電力株式会社社長）

　最初に日本原子力産業会議会長菅礼之助氏の二会のあいさつ、つづいて

年次大会準備委員長一本松珠磯氏の準備経過三管ののち、科学技術庁長官

・原子力委員長鍋晶直紹氏と通商産業大臣椎名悦三郎氏（代読藤井政務次

官）から祝辞がのべられた。

所　感

原子力委員会

委舌長代理　有沢広巳氏

　核エネルギーは、薪らしいエネルギー源であ鉱特にエネルギーの国内

資源の乏しい国にとっては明日をひらく希望の火である。エネルギ～政策

の基本が「低廉」と「安定供給」の二原則の調和にあるということは先進

国の共通の認織となっているが、核燃料はその性質上、この調和の具現体

であるといえよう。その理由としては、U）資源の賦存そのものよりも、そ

れを利粥する技術に依存することが大である。②国内のリサイクル体系を

樹立できるエネルギー源である、の二点をあげることができる。

　かふる調和の実現に対する努力は、我々の決意と方策次第で我々のなし

うる範囲内にあるが、その努力の結果が新型転換炉と高速増殖炉とを作り

趨すとともに、核燃料リサイクルの体系の基盤となることを期待する。

　原子力委員会の仕事は、動燃事来団の設立で終ったわけではない。新型

転換炉と高速増殖炉と、さらに大型化し進歩する軽水炉とを、発電体系’ ﾆ

してどう組み合わせることが、わが国として核燃料の最少の所要量と最低

の発電コストとをともにオブテイマイズすることになるかのウィジヨンを
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えがかなければならない。

　本大会に慶ける討論が、このヴィジョンに対する助言とな勢、忠告とな

り、われわれの真の目的を達成するのに審与することを期待する。

原子力産業の現状r

　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本原子力産業会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表常任理事　橋本清之助氏

t　わが国の原子力開発は今年で満12才になった。先進国には朱だ遅れ

　をとっているとはいえ、同時にスタワトした他の諸国に比べればかなりの

　進歩をとげている。

2，　民間産業は原子力闇発に対する一貫した方針として、研究開発は国を

　中心とし、実用化を民間が担当するという理念のもとにやってきた。こ

　れは最善のものといえる。

　　しかし、その過程で虚聞自らが払った犠牲は大きい。過去11年間に

　民聞企業は1，200億円を支出しギこれに対応する売上げは800億円にすぎ

　ないQ（政府の原子力闘係の支出は爲OG億円）これは他国に例がない

　ことで、民間産業界の原子力開発に聖組む期待と意欲を示している。

5・　わが国の商業用原子力発電は開発のテンポを早め、昭利45年度路0

　万kW、50年慶6ア0万kW、55隼農22260万kWに達し、その投資

　総額は1兆円を上廻るであろう。この傾向は世界的に共通して由り、米

　国では過去50ケ月で5，0eo万1くWの発注があった。

4・　か㌧る動向は当然国の産業構造に：重大な影響を与え、もはや原子力開

　発が国民的：要講のものとなったといえる。資源的に恵まれないわが国に

　とって核燃料問題は重要であり、原簿は本年度を核燃料問題展開の奪

　として強力に推進してきた。

5．　原子力船の開発もわが国海運界の世界に占める位置からみて重要である。

ム　わが国の原子力騨発は、軍事利用を持たない国の原子力産業政策の在

　り：方を示すものであり、それだけにきびしい現実に直面しているが、今

　後とも産業界は一屡の努力を重ねるとともに、国として恵その育成のた

　めに国産化対策、核燃料政策等重要事項の立案、実施の強化が要望される。

　　　　　　　　　　　　　　　一呈唯一



○　特鋼講演

議長　藤波　収氏（電源開発株式会社総裁）

1　将来の産業構造と原子力開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　木川田一隆氏

条．　将来の産業溝造

　　昭和真。年代の日本経済は、その発展条件がろ。年代と異り、必

　然的に国語経済システムのなかに組みこまれていく。この状況を十

　分に認識し、国転化に通用するものの考え方が必要である。新しい

　時代の発展方向に沿っていくためには、技術革新が新しい意味合い

　をもってこねばならず、あらゆる技術の総合的組織化を押し進めな

　ければならない。

2・　産業構造の構造改箪と自主技術

　　昭和50年代の高度成長は、外国から新技術を導入することによ

　って支えられ、経済効果の八割以上が技衛導入であった。

　　その技衛導入が環在国際的な状況の中で峠を越し、技術導入にロ

　イヤリティ、資本参加、経営参加、マーケット制限などの問爾が発

　生し、アメηカなど先進諸国は日本を経済発展のライバルとして意

　識し、　自由な技術導入が不可能になってきている。すなわ，ち技術導

　入によるわが国の高度成長が一つの大きな転換期を迎え、40年代

　の経済発展を続けるには、自主技術による産叢構造改革を進めなけ

　ればならない段階となった。産業構造改革の方向としては、協力と

　個性の発揮を捲導理念とし、①国際競争に耐える企業規模の達成、

②労働集約的な条件を資本集約的な条件に質的に転換し’③国際的

　にみて企業規模にかかわらず、個性のある産業を育成するいわゆる

　特化を進めることが必要である。日本経済の特殊性を認識しこの上
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　で発展条件の変化に応じた構造改箪を進めてゆく上に落れてならな

　いのは、①高度技術の組織化と総合的な効率化、②ビング・サイエ

　ソス、ビッグ・テクノロジーへの取り組である。

　　昭和40年代の経済発展に即応するには、日本も欧米の先進国に

　伍して縫済構造の改革を断行しなければならないが；それは自主技

　術の開発を軸として進み、この中心に原子力丁丁が位置づけられる。

5　自主技術開発の中心としての猿子力開発

　　現在日本のエネルギーバランスが変ってきている。国民所得の伸

　び率以上にエネルギー消費の伸び雍が高くなりつつある。それに伴

　いエネルギー資源の乏しいわが国は1エネルギーの輪入依存率が年

　々高まり国際収支が悪化する等、寓ネルギーの効躯化の必要性は、

　ます綾す増大していく。この問題を解決する鍵は原子力の開発であ

　る。この意味で原子力発電のエネルギーに占める役割は将来、非常

　に大きくなるものと期待され、①在来火力の経済性をしのぐまでに

　コストダウンされたこと、②多目帥利用（アンモニアの合成、海水

　の淡水化等）が有意義である、などの特徴がこれに拍車奮かけてい

　る。ともすれば貝本人は門下的なエネルギーは発揮するが総合力、

　組織力の点に欠けているうらみがある。療子力開発はあらゆる科学

　技術の総合化と組織化を行癒わなげれば、不可能である。この意味

　でトップレベルの総合化された技術を集約して行なう原子力の開発

　は自主技術開発を拠点にしなければならないが、このためには、

①自由企業体制のなかで個人載たは個々の企業の創意工夫を自主的

　な開発に向けて、いかに総三下に二丁化するか、②自主技術をどの

　ような置型に集中酌、効率飾に注ぎ込むか、その方策はいかにすれ

　ばよいか、③核燃料サイクル原子力機器閣発など関連産業のバラン

　スある育成をどう進めるか、④高慶技能春を計画的に多数養成する

　にはどうすればよいか。これらの問題を真剣に考えていかなければ

　ならない。
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∬　動力炉開発計画

　　　　　　　　　　　　　　　　動力炉・核燃料開発事業団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　井上五郎氏

喋．　動・魚食は、従来原燃が担当していた核燃料分野の業務も行なつ

　ているが、短目の講演は、縣たに着手した動力炉の開発についての

　べる0

2．　自主技術による動力炉の礫発計画の経緯について

　　59隼10月に原子力委員会が動力炉の開発方針を決定して以来

　動力炉騨発臨時推進本部を経て動・燃事業団発足までの経過を説明。

5・　i動力炉蘭発スケジュールに対する鳶え方

　　験発スケジュールについて各界に覆々意見はあるが、すでに決：定

　された方斜に基づきできる限り効病的に進めて．ゆく所存である。

4．　事業団の構放澄よび運営

　　ナショナル．・サイエンスとして、ピック・テクノロジーの開発を

　推進ずるには、国の能力を挙げてゆかなければなら旋い。自由縫済

　であるが、官民が協力し学界、ユーザー、メーカーなどの力を集め、

　総合曲調和のとれた協力を必要とする。この姿勢は、われわれのと

　つている態度であり、一応この体裁はとられている。が量帥に蓬だ

　まだ不十分であるQ予算面では根当の人員の増加を認められたが、

　必要なm段n－poWerをすべて集め得たものとはいえない。

　動・燃事難団は、動力姫開発の基本的業務を責任をもって進める

　が、同時にあらゆる機関の協力に依存してゆくこととなる。しかし

　本来事業韻に課せられた使命は立案や計画を作成するにとどまらず、

　炉を作ることを目的としている。したがって、事業閥の成果は、完

　成した炉で判断されるべきであろう。

5　技術踊発、管理について

　動。燃箏業國の技術翻発やその管理のすすめ方には、米国のNASA

　が一つのモデルとなろうQ科学酌技術管理方式は、米国ではビヅグ
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　・サイエンスの各分野に利用されている。日本では、いまだか＼る

大規模な管理方式は確立されていない。限られた資金と人材で巨大

　な技術の開発を実施するにあたっては、適切な管理方式が：重要であ

　る。

6　国際協力

　　もう一つ誌面なものは、国際協力である。動力炉の自主開発は、

　蒔宜に適した闘題としてとりあげられていると思う、。わが国は、於

　くれて囎発に着手したが、このことが必ずしもマイナスにならない

　ような圏際協力体制をたてなければならない。高速炉では今臼酸化

物を使うことになっているが、米国は、それ以助に金属ウランの研

究をしてお・り、この経験を参考に鷺本は無駄な投資を避けられる。

　また1例として、：英国で開発したSGHWRの技術交換協定を英国と

近璋中に認印することになっている。

斑　原子力開発と：放射能安全

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京教奮大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教授　三宅泰雄氏

　はじめに、原子力があくまで平和利用に徹すべきことを説いて、概略

次のように述べた。

1．　原子力放射能の実態

　　原子力エネルギーの有効利用とともに、これにともなう放射能防

　禦の重要性を認識すべきである。総記を予定されている原子力発電

　ξ000～4・000万kWに見会う放射性物質の露間発生量は｛年間冷劫したのち

　といえども650鍛Ci（6・5×108ci）に達し、現在国内で使粥している

　RIの切00ci／年に比べ彪大な差である。

　　原子力放射能の源と種類は複雑多岐にわたるので、これが原理的

　な解明がまず必要である。
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　　日本はとくに海産物に食品を依存しているので、安全対策にはよ

　り懐重を期する必要がある。

2。　原子力放射能からの安全保障

　　安全対繁は自然科学技術、社会科学の両面から鞭てられねばなら

　ないQ

　　前者についてはi纂礎的な研究と応絹により技術釣に：解決できるの

　で、問額はむしろそれをいかに実効あらしめるかという後者にかか

　つてくる。このため、法体：系の整備、行政のあり方、地域との関連、

　PR、他産業との共存共栄等なすべきことは多く、とくに放射能に

　対する公正な監親機構の確立．を急ぐべきである。

　　また、以上の対策とともにとくに強調すべきは碁礎鹸研究の重視

　である。

　　わが国には原研、動・燃事業園、放医研などの研究機関があるが、

　急速に進展する原子力閣発に対応していくには不十分であり、大学

醍概も粛い（期磯所塾く？汐堅調藤が塑しい・
5　今後は放射線安全の闘題が騒象利益iの確保そのものであるとの認

　識に立って、原子力委二会と学術会議との連緊を密にし、衆知を結

　存して放射鯨安金ととり組むべきである。

4　上述の理由から、添筆学術余風では、安全問鍾をマクロ酌な視野

　にたって検討する丁原子力放射能安全研究所一1語よび、ミクロ的な

　観点匹おいて究明する「－弾帯線障害基礎研究所」の凝設を立案して

　いるが、さらに、社会科学的な間魑の基礎と撃発の研究を行なうた

　め原子力委員会に直属する「原子力政策研究所」を設け、原子力を

　いかに国民の福祉に役立てるかについて政策の基本帥な研究を行な

　うこと、ならびに、：「原子力問題研究所」を設け、原子力と今後の

　世界療よびほホの社会との絹互関係を長期的な展望のもとに研究す

　ることを提唱したい。
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○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2セ∵・シヨン

海外特別講演

　　議長　一本松珠算氏（β本原子力発会株式会社社長）

1　海外に対するアメリカの濃縮ウラン供給

　　　　　　　　　　アメリカ原子力委貴会

　　　　　　　　　　　　　　事務総長代理　　E・．」，プロツク氏

1．　原子力発電の成長・発展

　　アメリカ源子刀委員会のアメリカに慶ける原子力発電長期予想に

　よれば、発電設備容量は4980年迄に15αooO飼Weに達するものと

　予想されて診り、四68年2月1日現在すでに9窪基（65000M騨e）

　の発注が公表されている。新規謝画に占める原子力発電の割合は着

　実に増加傾向にあり，この傾向は日本に亀当てはまるものである。

2．　ウラン資源の確保

　　かかる原子力発電の成長・発展に対応して、核燃料たるウラン資

　源の確保が重要となるが、アメリカは、国内ウラン産業の健全なる

　発展をはかるべく諸方策を講じ、もって探査活動の活発化によるウ

　ラン鉱床の増大に資している。

　　アメリカに慶けるウラン資源の増大は、海外に対するウラン供給

　可能性の増大にもつながるものである。

5　ウラン濃縮サービス手続

　　海外ユーザーが、アメリカから濃縮ウランの長期供給保証を受け

　るためには、次の二つの手続きを必要とする。

④　アメリカと相手国政府または絹手国政府が加盟している国際機

　　構との間に協力協定が締結され発効していることが必要である。

　　　この協力協逢は相手国に対し建．設予定の原子炉を含む原子炉計

　　画に要す．る濃縮ウランを最高薩5G年間供給保証することを可能

　　にする。

　　（＊　原子炉寿命全期間並びに原子炉建設期間をすべてカバー可能な期間）
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②　ついで、核燃料需要量を含む確定契約が必要である。

　　　アメリカの賃濃縮サービスは、国内お・よぴ海外ユーザ謡に対し

　濃縮ウラン供給の路を開くため、四60年ゆ原子力法の改正に基

　　き確立したものである。その後1964年原子力委員会は、賃濃縮

　基準を作成’し、196ア年9月には濃縮料金を従来の＄ひ0／発離

　作業単位k2より＄26／分離作業単位晦（但し上限料金は50＄）

　　へ大巾に引下げ袋た劣化ウラン濃度をα2％と定めた。さらに

　　曽67年庵1月新濃縮サービス基準表を官報公示し、今年嘩月1

　　日より発効を見ている。

　　　アメリカの賃濃縮ず一ビスの基本的理念は国内、海外無差別主

　義の原則にある。

　　海外ユーザーがアメリカ原子力委員会から賃濃縮サービスを受

　　けるためには、次の二つの契約方式のいずれかを選択ずる必要が

　　ある。

　　　一つは確走量：方式によるもので短期的供給の場含に適する。他

　　の一つは、必要量方式によるもので長期的供給の場合に適し、海

　外ユーザーの場合はこの方式が妥当である。

4　新濃縮サービス基準表の：重要点

③算出基準　分離作業単位k3墨砂26＄（上限料金30慈），

　　　　　　　　劣化ウラン濃農α2％　U30δ価格　窩8／1b

②　　料金＄　2　6／分離作業単位k夢とい　う価格は　塗966　年～　歪975　年

　　6月迄の平均コストを基礎として算出されたものであり、かつ、

　　リスク、不確走要素も加味されているポしたがってこの価格は長

　期・安定的に維持可能である。

③フィード物質はUF6の形態で原子力委員会に引渡さなければな

　　らない。また濃縮ウランはUF　6の形態でユーザーに引渡される。

④　滅損物質については、ユーザー側に選択権があるQ

⑤ユーザーは基準表から、必要フィード物質量、分離作業量、濃

　縮サービス料金等の算出が可能である。
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　　⑥アメリカの民間企業が成長した場合には、濃縮サービスが民間

　　　企：業に移譲されることもあり得る。（アメリカでは現在拡散工場

　　　の民有化が検討されている。）

　5，　三ガス拡散工場の能力，コストの公表

　　　アメリカ原子力委貴会は、1967年6月アメリカの現存三ガス拡

　　散工場の生産能力・コストを初めて公表したが、本原産年次大会に

　　齢いて「アメリカ原子力委員会のガス拡散工揚の運転」と題するか

　　なり詳細なレポートを公表する。

　　　このレポートは、アメリカ原子力委員会が、ウラン濃縮に関して

　　は遥生産能力的にもまたコスト的にも長期に安定して供給可能であ

　　ることを証明している。

　以上、要するにプロヅク氏の講演は、原子力発電の成長・発農は確走

的であり、核燃料たる縷縮ウランに関しては、アメリカ原子力委員会が

国内，海外無差別主義の原刻に立ち、海外ユーザーに量的にもまた価格

面でも長期・安定供給が可能であることを証明することにあったものと

思料される。

　　　　　　　　　　　　　　☆

議長　関　義長氏（三菱原子力株式会社会長：）

H　イギリスにおける核燃料サイクル・サービス

　　　　　　　　　　　　イギリス原子力公社

　　　　　　　　　　　　　’生産部次長　N．L。フランクリン氏

1　第一次原子力発電計画はマグノジクス炉により500万kWを開発

　することになり、マグノックス燃料は年間2，500トン必要である。

　当初の天然ウラン金属燃料要素の生産施設は廃棄し新たに開発した。

1使用済燃料は1960年代に入ってもな論古い化学：再処理工場を使用

　し七きたが、1957年以降開発を『行ない測定機器集中化等を採用して
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　64年凌でには、燃料生産と再処理のため比較的近代化された工場

　を使用できた。マグノックス燃料サイクルへ5，0GO万ポンド、プロ

　セス開発へ数百万ボンドを要した。

2　汐56年軍事用高濃縮ウラン生産のため拡散工場が完全濃縮カス

　ケードとして運転開始されたが、蓮設当時効率よりも最少限の資本

　投下が求められたため、押60年代初期軍事需要が終った時英国に

　は小容量で効率の悪い第一代目の拡散工場が残された。当時英国原

　子力公社（AEA）は酸化物燃料二二ウランを使用する原子炉を開

　忌中であったが、この型の原子炉は中央電力庁によつて採用されな

　かったため拡散工場に対する需要はなく，工場は一時停止された。

　この旧聞に研究開発を行なった。1964年原子力発電計画にA、GR

　（濃縮ウラン炉）が採罵されることが発表されると、カーペンハー

　スト拡散工場に対し政府融資が決定した。

　　汐65年の状況は、原子力発電計画のためにマグノックス燃料生

　産と再処理の施設をそれぞれ約矯00万ボンドで建殺し、カーペン

　ハースト工場改良のため1，500万ポンドを支働している途中であっ

　た。

ろ　第2次原子力発電計画は6年間に800万kW開発する予定である。

　6年間に必要とされる初装荷分の濃縮酸化物燃料は1，600トンで、

取替三二は1，200トンである。年間生塵量は250トンから5GO～60G

留に増加する・翻Aの調査，と開肇の結果で騰醗㌧惣5恥ン

　の酸｛ヒ物燃料生産ラインは柔軟性と低生産：コストの適正な組合せを

　あらわす。発電計画のすべての燃料必要量を単一の燃料要素ライン

　で生産できる。増大分は計画期聞中に2ラインにすることにより生

　産できる。これは燃料要素生産をいくつかの企業に分散することを

　正当化しない。拡散工場は1970年に200トン，75年には年間600

　トンの分離作業量を行なう。米国の｛拡散工場当り年間6，000トン

　と比較されるべきである。英国の規模で，また轟い電力を使い米国

の価格表に比肩し得る価格で単位あたりの三二作業を行なうよう、
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　弓場を運転することは技術的に嗣難である。使用済酸化吻燃料の再

　処理量は1975年約400トンであり、単一の化学再処理工場で処理

　できる。研究蘭発の結果、既存の工場のスペアーの容量を使って

　ch・ppi1培細よび溶解の後は、すべての酸化物燃料を随時処理でき

　ると期待している。

4　ナトリウム冷却高速炉の建設はかなり進んで於り、これと平行し

て例ンズケールに2叩万ボンドρ費、弔．でグ・セ・、ト⇒ム含有の高速

　炉燃料の生産施設を建設中である。激GRがへ弓ウム冷却固形燃料

　炉あいはシリコン・カーバイド炭酸ガス冷却炉へ進展する可能性も

　ある。SG耳WRは十分満足なものであることが実証された。高速炉

　はその位置を占めるであろうが窪つか2っの型の熱中性子炉が将来

　採用されるかもしれないQ

　大型炉に於いては、各種撃型の建設コストの占める重要性は滅じ

　っっある。120万kWの源子力発電所の総建設費は耐用期間中にそ

　の発電所の使用する燃料サイクルの織コストを現在価値：換算した数

　字の半分にもあたらない．一国に澄いて採用する各種炉型を意味あ

　る比較検討するにあたっては、その国に於けるある炉型を採用した

結果としての核燃料産業の経済が詳細にわたって検討されねばなら

　ない．この検討は年毎の開発投資、固定資本投資、運転資本投資、

　系全体としての結果的な燃料サイクルコストにわたらねばならない。

　　電気事業老が新しめ炉型を採用することを決定する数郊前には。そ

　れが高速炉であれ高温ガス炉であれあるいは必要な醐発費が莫大

　であっても、燃料サイクル契約者は闘発投資に関して決定を行なわ

　ねばならな、い。

5　19ア0年の英国の核燃料産業の規模は売上げ高でウランを含め約

　ろ，GOO．万ボンド，8ρ年までにはその4倍となる。高速炉燃料の生

　産エ程の開発は、完成した時点で400万～500万ボンドとなり、燃

　料設計の開発と各種誠験費用は数倍となる。この莫大な閣発費用は

　現在の規襖からいえば、核燃料業港は負担できない。政府に
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リスクを負ってもらうか、これまで業者が開発したものを電気事業

者が採用することを政府が保証するよう求めるであろう。

　　　　　　　　　　　☆

議長　瀬藤象二氏（日本原子力事業株式会社相談役）

璽　フランスにおける高速炉朗発計画

　　　　　　　　　　　　　　フランス原子力庁

　　　　　　　　　　　　　　　物理研究部長　G・バンドリエ氏

1．　フランスは核燃料資源を斑能なかぎり半里して、国家のエネルギ

　一上の独立を確保し、さらに、このエネルギーを最も経済的に生産

　する呂的をもつて、ナトリウム冷却型の高速炉群発に努めているQ

　すでに、電気嵐力2万kWの実験炉ラプソディが完成して治り、こ

　の建設、運転を通じて培われた経験を基礎として、電気出力25万

　kWの原型炉フエエックスの建設に着手するヨもまちかい。

2，　ラプソディはナトリウム・コツボーネントの技術的経験蓄積と、

燃料に関する種々のテストに利用する外的で、マ0年ほど前から計

　画され、ユーラトムと共同で建設されたものであるが、．フランス産

　業界のこれに対する協力も大きかった。すなわち、プラント全体の

　エンジエアリングはG八八A．が受けもち、SFAGは原子炉容器と

　内部構造、ギナールはナトリウム・ポンプ、イスバノ亀スイザは同

　じくナトリウム。ポンプと燃料取扱装置、スタイン。アンド・ルー

　ベソクスは中間熱交換器、シャンティエール・ド・アトランチヅク

　は制御棒メカニズムを担当した。

　　もちろん、ラプソディの完成寮でには、ナトリウム・ポンプの故

障、回転プラグの固着、ナトリウム四劫材のもれ、綱御棒機構と燃

料装荷系統のデリケートな調整など、少なからぬ困難に直面したが、

　カダラツシユ研究所での各種予備実験を生かして、これらを短時ヨ
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　で解決し、1966年建設完了、｛96ア年1月28巳臨界、5鶏17

　日には定格出力2万．kWtに達した。8月51巳から定格出力に訟け

　る走常運転に入り、さらに12月24目以来、嶺力を2万4，00GkWt

　に上昇して今鼠にいたっている◎　重96ア年8月54日から本年｛月

　までの運転時閣は2，470時間で、積算2，0簾翻）、定格嵐力2：万kWt

　の｛e4日間に栢当する。臨界以来掴0画に灘よぶ燃料の出し入

　れは計画ど撫りであり、燃料照射関係の結果も満足すべきものであ

　つた。

4．　ラプソディに託された当面の課題は、これを円滑に運転すること

　を通じての燃料と被覆材に関する研究にあり、このため燃料アセン

　ブリーを定期的にとり出して破壊テストを行なっている。

　　蜜た出力を増加することによって、より高い中性子骨を得、燃料

　照射研究に資することが考えられているが、この場合の増加出力を

　利用して、スチーム・ジェネレーターを付設するための研究も、最

逝EDF（電力庁）と協力してすNめられている。

5，　マルクール・センターの近く、ローヌ河畔に澄いて、曾69年初

　め着工を予定されている原型炉フェニックスは、電気出力25万kW

　であり、技術的、工業的にみて大容量の高速炉を建設、運転するこ

　とができることを証明し、その経験を通じて、将来の発電炉の経済

性評価を可能ならしめるデータを得ることを目的としている。

　　この建設に関しては、C8A（厘子力庁）と建D’Fのジョイント

　・ベンチャー方式がとられ、資金はすべてpubhc　FUndsでまか

　なわれる。C珍Aは全発注の任にあたるが、　フランス産業界が高遼

炉開二丁勧を整えうるよう配慮されて澄り、また、具体的な諸準備

　の一部は、C呂八、KDFにくわえ、産業界からも技能に応じて人

　材を集めてジョイント・チームを編成して行なっている。さらに高

　三三計画の専従老はGEA約ア59名、8DF約70名であるが、こ

　の他に産業界の技術者二相0名を含む、いくつかのチームが特別な

研修をうけている。一方、資金面に関しては、本年度の高速炉研究
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　予算は、ラプソディの運転フエ淳ヅ．クスの狸設関係を除いて約2億フラ

　ンであるく、憲た、凋962～咽96ア年の研究、建設費は約8億5，000万

　フランであり、．ご1の％をG猛Aが、残る％をユーラトムが負．担して

　いる。

6　フランス鳳ナトリウム冷蜘、酸化物燃料による高速炉開発を重点

的にすすめているが、この羅標と手段は、日本に澄いても同様であ

　るところがら、両国の間には協調すべき素地が十分にあり、日仏協

　力が相互に：もたらす効果：はきわめて大なるものがあると僑ずる。
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午餐i会’こおける

特　別　講　演

最近の経済、金融情勢について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臼本銀行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．総裁宇佐美洵氏

母．　昨年の日本経済は予想以上に発展をした。すなわち経済成長率を数字

　でみると、当初政府の見通しでは実質でZ8％、簸た経済審議会の経済

　社会発展計画でも同じくa2％のそれぞれ伸びを見込んでいた。しかし、

　最近の政府発表によれば鷲6％㊧高い成長になろうと想走している。

　　国際的にみても、例えば0縁Cl）の発表によれば西独では1％、アメ

　リカ2．5％、イギリス1．5％、爾敵で最も高い成長を欧回したイタリア¶

　でさえも55％と日本の凡そ半分である。

2・　臼本の経済成長はかくの如く大蠣な伸びを示したが、国際収支は急激

　に悪化した。年三の総合収支で41年度5億3，000万ドルの赤字であった

　が、42年農は5億ZOOO万ドルの赤字とな砂、2年聞で9億ドル悪化

　した。その原因は貿易収支の黒字が41年度22億ドルであったに対し、

　42年度は窪｛億ドルと半減したことであるが、これは輸入が25％増

　回したに対し、輸出が6％しか・増加しなかつ．たためである。

5　輪入増の原困は国内の産業経済活動が拡大し・、活発であったことである。

　42年慶の鉱工業生産は対前年腹窪駐4％の増加であった。日銀では生

　産が1％増加すると、輸入弾性値は｛％強、設備投資は5％それぞれ伸び

　るとみている。

4　輸出が伸びなかった理由としては

　③　海外の景気が悪かったこと。葡半は悪かったが、後半は持直すと期

　待されたにか冷わらずその期待が裏切られた。

　②　世界の景気・が悪く世界の貿易が振わなかった。例えば、1昨年は対

　　前年比9％伸びたが、昨年は4％弱の伸びに止まった。
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　③国内の景気が嫁況であったため、国内で売った方が利益が大きく、

　　また楽である。

　④　海外の引合に対してこれに応ずる商品が不足した。

5．　上記の梼勢に対して、財政・金融両面での引締めが行なわれた。日銀

　　にお・いても金融の引締めについて①公定歩合の2回に亘る引上げ　②

　銀行貸出しの枠を設定した。これに伴って、金利も上昇し、公社債市場

　は：不振になった。

　　銀行の融資が抑制されたため企業の手許資金も漸減しつつあり、また

　銀行も簡単に貸付けしたが、最近は三々難しいようだ。これを反映して

　企業側も借夢急ぎの状況にある。

ム　企業はかなり高い水準で推移しているが、今後凱締めが滲透して企業

　の資金圧迫が強くなると、生産二面、設備投資友どの転換が必要となろ

　う。こうなれば、生産の水準も低下してくるし、国内での商品売行きが

　悪化し、輸出ドライブがかかる。今後金融醤の引締めが企業に滲透する

　毅鷲にさしかかっている。

ス　 次に郭毎回の動向をみると、

　　昨年前半は各国とも景気がかな診悪かった。後半野転の期待も裏切ら

　れた。イギリスの平価切下げ、公定歩含の大回引上げ、これを契機に各

　国の金利がのきなみ上昇した。特に、イギリスの平価切下げがイギリス

　に対する貿易の縮少アメリカの国際収支の悪化（アメリカは貿易基調は

　黒字であるが、海外投資、ベトナム戦争などで赤字幡は拡大しつつある）

　による金保有量の減少、これによるドル不安などによりアメリカの外資準

　備が減少ずるとドルに対する不安が訟こるのも当然である。

＆　尤も通貨は金だけで決定しないことは看うを待たない。』ドルを支持す

　る基盤はアメリカの経済力である。しかし、金が減少すれば通貨に対す

　る不蜜が起るのも当然である。

　　元旦にジョンソン大統領はドル防衛計画を発表した。これはベトナム

　戦争の遂行とドル防衛は同じ強さでやることを明らかにしたものである。

働　現在の国際通貨制慶はドルが中心であり、ドルの力が弱体化すると臼
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　本としても困る。このことは世界各国とも同様である。したがって、ア

　メリカのドル防衛計画に対して各国とも反鮒していない。しかし酷しい

　ドルの防衛でどのような影響が出るか、どう対処するかに各国とも悩ん

　でいる。

楓　ドルの国際収支改讐の努力に対しては、従来何かにつけてアメリカに

　たてついているフランスさえもアメリカのドル防衛には賛意を表してい

　る。

　　アメリカは30億ドル、イギリスは4億ポンド（10慮ドル相当）の

　改善を意図している。合計40憶ドルを世界各国で減らすことになれば

　各国はそれだげ黒字幅が減ることになる。これを如何に措置するかが問

　題である。しかし、一方では、これに対し世界全体の経済規模が拡大する

　ことにより、カバーできるのではないかとの意見もある。爾独、フラン

　スでも自国の国際収支だけよりも、景気の悪い国の景気を刺激してドル

　の攻勢に対処するだけでなく、自国の景気をよくして世界の景気拡大に

　寄与しようとしているのは合理的である。

牲第2次世界大戦のあと、世界各国の協調が強く提唱された。例えば
　　　　　　　　　　　　　　　　へ　UN，IMF，世銀など各国に共通な問題に対する措糧が講ぜられた。

　EBCのように数力国が地域的に連合して繁栄を図ろうとしている。こ

　う云う傾向は慶ぱしいが、また各国のnational　inもerest　も強くな

　つてきている。イギリスがボンドの建直しに努力しているが、かかる事

　態に立至った理由は国際収支悪化の都度、外貨を安易に借り入れてつじ

　つまを合わせてきたためであり自己の力に編回した政策をとらなかった

　ことに由来したものと歎われている。イギリスはこのため海外駐留軍の

　引揚げや社会福祉政策の後退などを実施せんとしているが、イギリスも

最後は自力による建て直しを考えねばならないことを自覚するに至った

　のである。ボンド切下げは大きな数訓をイギリスにあたえた。

｛2．世界各国が協調するだけで坐視するに終っては効果がない。溝本も各

　国と協力すると同時に、自己の最善の努力を儘すことが大切であって、

　この事は三間についても同様である。日本の経済、金融について各国と
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　協調しつつ、日本独自の力で立派にやってゆかねばならないと痛感して

　い・る。

億　白本経済は今後むつかしい時期に入ろうとしている。ベトナム戦争の

動向など日本経済に与える要因は今後ますます複雑多岐になり、種々の

　困難が予想される。如何なる事態に遭遇しても十分に対処し得る基本は

　自己の持つ力であると確信している。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第3セッション

　　　　　プルトニウムの熱中性子炉へのリサイクル

　　　　　　　議畏　加藤博見氏（関西電力株式会社副社長）

○　講演の部．

　1．わが国に澄けるプルトニウムの熱中性子炉へのリサイクルの考え方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　山　田　太三郎氏

　H．プルトニウム燃料の加工の現状と問題点

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動力炉・核燃料開発事業団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　鎌　田　　　稔氏

　H．熱中牲子動力炉に即けるプルトニウムの利用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臼本漂子力発電株式会社　　　　＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常務取締役吉岡俊男氏

○　討論の部

　　　　　　講畏　吉岡俊男氏（ヨ本原子力発電株式会社常務取締役）

　パネルメンバー

谷
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井
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関
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　　徹氏

範雄氏

哲博氏

隆　吉氏

康　治氏

義　辰氏

安二郎氏

満　男氏

　　穣氏

（科学技術庁）一Puのリサイクルと加工についズ

（東京電力株式会社）一一一BWRに治けるPu利用

（関西電力株式会社）一PWRへのP聡リサイクルの現状と

　　　　　　　　　　問題点

（貝本源子力発電株式会社）一Pu燃料の軽水炉利用

（動力炉・核燃料開発事業団）㎝P・の熱帷子炉利用に綱

　　　　　　　　　　　　　　る研究麗発上の問題点

（三菱原子力工業株式会社）一一PW8用Pu燃料について

（日本ニユクリア・フユエル株式会社）一BWR用Pu燃料の

　　　　　　　　　　　　　　　　　の問題

（躰エネルギー繍研究所）一恥の熱帷子捌列クル

（日本原子力研究所）一一PUサーマル・サイクルの実施について
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　本シンポジウム、は、プルトニウムの熱中挫子炉への利用計爾を推進する

にあたり、電力、産業界、概究者涛よび政府当局など各方面から、包含し、

また解決すべき諸問題を明らかにし、今後わが国での研究開発の方向づけ

に資することを目的としたものである。

　討論は山田原子力委員、鎌田動・燃事業鋼理事誇よび吉岡原電常務の三

氏が、それぞれの立場からの見解を講演した後、パネル’メンバーとして

各立場を代表する専門家9賃；がディスカッションした◎

　まず、由田講師は原子力婁員会のプルトニウム分科会の報告の概要と、

それに関連する闘題について講演した。昭卸50』年：知よび紹和60年・まで

のプルトニウム生成量と所要量の試算によるプルトニウム需給関係、余剰

プルトニウム利絹の考え左門高速増殖炉（FBR）用に備蓄して論ぐか軽

水炉へ剰用するか、、それぞれの問纒点一、軽水炉利用め経済性、蔚よび軽

水炉利用の研究闇発の進め方などについて言及し、本間魎は多くの不確定

要素を含んでいるが、研究醐発に対する最終的歎結論を近く原子力委員会

で袋とめたいと述べた。

　鎌爾講師は、海外に龍ける熱中性子炉利用の研究開認め現状、プルトニ

ウム燃料の諸問題点澄よびわが国の研究開発の現状などについて述べた。

　吉岡講晒は、利用者の立場からプルトニウムの熱中性子炉剰庵の必要性

を強調し、ただちにその概究開発に：着手すべきであると述べ、本問題に対

する諸外国での考え方、わが国で研究開発するに当っての解決すべき技術

的問題点およびプルトニウム燃料の評価などについてもあわせ言及した。

　本シンポジウムでは、パネルディスカツシ窟ンをも含め大勢は、プルト

ニウムの熱癌性子炉利用については多くの木確定要素を含んでいながらも、

原子力委員会で策定した長期計颪、すなわち、　「わが国で生成するプルト

ニウムは、高速増殖炉絹燃料として使住することが最も望ましいが、高速

増殖炉が実用化されるまで相当の金兜が必要であるので、核燃料の有効利

用の．観点から、　ζの間、熱中姓子無用燃料として利用することが考えられ

・るβしたがつ丁、高速増、殖主用プルトニウム燃料の麟究開発をすすめると

ともに、プルトニウムの熱中性子炉での利用に関す一る研究開発を行なう必
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要があるひ」という大筋に賛意を表わしたあ

　本問題に対する各講師、各パネルメンバーの見解を内容別に区分すると

以下の如くである。

1。　プルトごウムの生成量と所要量

　　軽水炉から産出するプルトニウムの量は、電気出力1越W当り年聞

　20G～500野（BWRでは約20曙）であると計算されている。

　　．わが国に、曝けるプルトニウムの生成累積量と所要累積景は

　・昭和r聯までに5トンが生成・所要4トン（FBR・ATR・軽
　　水炉への利罵等の研究開発用）である。

　o　昭和50～60年までには軽水炉○掌で45トソが生成、所要15

　　トン（軽水炉への利用がない場合）であり、50トンが過鶏となる。

　C　昭和60年代後半にはFB蔑用ブルトユウムは逼迫するであろう。

とみられている。

2．　プノントニウム利用の考え方

　①　実用FBRが実現するまで貯蔵して珍く　　F3Rがいつ実現する

　　か確かでないこと、それまでプルトニウムを管理、貯蔵してゑくこと

　　の経済的負撞が大きい、などの聞鋭がある。しかし、ひとたびFBR

　　が出現するとプルトニウムの豊麗の優位性は顕藩になる。

　②　熱中性子炉へ利用する　　FS嚢実現疇にプルトニウムの不足をき

　　たす。軽水炉への利罵がどの程度プラスになるか明確ではないし、ま

　　た、さしたる優位性を有するものでもない。

　この2つの方法、考え方のうち、いずれを選択するかは不確定因子が大

きいため、現時点で結論を下すのは尚早である。これは原子力産業全体の

観点から決められるべきものであり、結論を先に延ばし、その聞熱中性子炉

利用の研究魍発を進めて実矯化のメドをつけて憂き、事態’に備えて書くべ

きである。所要の研究麗発費は数十億円でしか’なく、開発を中止するのは

容易である。以上は大方の一致した見解1 ﾅあるが、一一方、熱中椎子蝉利胴

は余剰プルトニウムの量的な面だけを強調してい’る’きらいがあり、その経

済性には多くの不確定因子があ塾、壊たFBR、AτRなどとの並行開発
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に診ける人的、物的能力に疑問がある、量の意見も出た。落たた

5　プルトニウムの価値

　o　ブルト嵩ウムの価格は分裂性喋グラムについて45ドル（研究用と

　　してのAEC価格）、黛28ドル（抄70年までのAEC買上価格で、

　　軽水炉に使用した場合にU23590％と等価にした場合）などがある。

　　これらはいずれも生産値や理論値を代表するが、需要と供給によって

　　決められた市場価格では友い。

　O．プルトニウムを軽水炉に利用価値1グラム当り奄0ドルに対し、プ

　　ルトニウムの生愛費（使用済燃料の輸送費、再処理費）とプルトニウ

　　ム燃料の加工費（fabr宝ca員on　pena琵y）とが見合うか、の問題

　　がある。プルトニウム加工の問題はリサイクル研究の枠内であるが、

　　プルトニウム生産費はリサイクル研究の枠外である。その勉プルト轟

　　ウム備格の多産性、プルトニウムの燃料価値：が炉型ごとに変ることな

　　ども問題を複雑にしている。さらに広くは源子力発電の発展の動向、

　　それにとも宏うウランの需給等も関係してくるので、これらの不確定

　　浸問題に一々解答を尊えた上で攻いと明確壕答ぱでてこ左いであろう。

4　熱中性子炉利用の経済性

　o　プルトニウムを燃料として言うことの経済性は、　条つの軽水炉プラ

　　ントのみに着目して考えるのは無理で・あって、少くとも1つの国の原

　　子力発電の系全体の中で考える必要がある。また、軽水炉の経済性は

　　ブルト凱ウム価格が最終的にどこに落着くかに左右されるところが大

　　きい。

　o　ユーザーからみると、①ウラン燃料サイクルに澄いて、プルトニウ『

　　ムにどれだけの価値があるのか、②プルトニウム燃料を使用すること

　で、燃料サイクル費にどれだけの違いがでてくるか、という2種類の

　問題がある。また、プルトニウム燃料の経済性評価に診いて、プルト

　　ごウムを他からの供給に仰ぐ場合はウラン燃料との比較により於於よ

　その経済性比較が可能であるが、自分の炉から出るブルトエウムを使

　規ナる場合には、輸送下等を含めた再処理費との関連が大きくなり、
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　そのバランスが経済姓の穏安と友る。この2つの観点により評価が変

　つてくるが、特に後者の場合では十分低廉な再処理費が望される。

o　プルトニウム価格と再処理費との郷関が大切である。計算によると、

　再処理費が40ドル／た2の場合、　4～希0ドル／9というプルトニウ

　ム価格では再処理しない方が良いし、ブルトユウムが4ドル／2の価

　値しか攻かつた場合には20ドル／卸以下の再処理費が要求される。

o　最近の改良型軽水炉では、燃料の入口濃縮度が引下げられ、燃焼慶

　が向上しているから、再処理後のクレジットは抽出されるプルトニウ

　ムの価格に依存している。BWRでは回収ウランは天然ウランに近く、

　再処理はもっぱらプルトユウムの価値に依存している。しかし、最近

　の改良により、PWRとの差はぜぱまりつつある。

　　原電敦賀炉の濃縮度変更によるパラメータの変化は次のと細り。

　　　初期濃縮度　2．17％　　2．oo％

　　　睾丸濃縮度　α945％　　0．820％

　　　取幽Pu濃匿　 O．452　％　　　 〔〕．44窪　％

　　PWRでは回収ウラン濃縮度、プルトニウム取出濃縮度共にBWR

　より高く、より再処理への誘困は大きい。

O　プルトニウムの熱中性子炉利用により、　20～50％のウランが節

　約可能となり、昭和50年に｛，GOG万KWeとして年闘2，500トンのウラ

　ソが補給に必要であるが、これにより約500トンのウランが節約でき

　る。

○　プルトニウム燃料加工施設はウラン燃料のそれとは綿車のものにな

　るので、その建設には多額の費用が必要である。したがって、わが国

　に澄ける軽水炉でのプルトニウムリサイクルがどの程度の規模で、ど

　れ位の期間行なわれるであろうかが重要な問題である。技術的にはウ

　ラン燃料加工技衛の大部分を利用できるが、量産に適したプルトニウ

　ム処理方法の‘確立が必要である。

0　1975～85年の間は、わが国の燃料サイクルの確立期にあた‘り、国

　産ウラン燃料の加工費も著しい逓減をみせるであろう。仮に、ウラン
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　燃料が加工規模の拡大によって加工費を半減させたとき、プルトニウ

　　ム燃料の加工ペナルティも同一の比率で低下することができるであろ

　　うか。

　O　ユニット当りの製造コストが高価なだけに、量産の場合のコスト低

　　下率が著しいわけで、今日の作業の状態で商業荊用の時期に漉ける窪

　　日当り｛トン以上の，作業コストを判断することはでき争い。

5　呼水炉用プルトエウム燃料の核的、炉物理的特性

　O　分裂、吸収断面積は共に大きいが、分裂対吸収の比が小さいので中

　　性子経済が悪い・Pu－2輯，242　が多いとこの傾向が強くなり、イソ

　　ベントリーが大きく旋る。

　○　α5～1evの領域で大きな共鳴吸収があり、雲効断面穆の詳億に

　　大きく影響するので、中性子スペクトルの精確疫計算が要求される。

　O　ウラン燃料とは異る最適格子定数を有し、水平燃料比が大きいとこ

　　ろが好ましい。このため、螺子聞隔を変えず燃料棒を細くしたり、密

　　度を下げたりする・

　o　吸収断護積が大きいので拡散距離が短かく、縦御棒の効呂が悪化し、

　　場合によっては制御棒の数を増加させねばならない。

　o　燃料内部の出力分布はウランのそれとは異なり、BWRではボイド、

　　嗣御棒、ポイゾソ・カーテン等の効果が加わる。これらを計算で予測

　　するのは難しいG

　o　出力の単方向ピーキングが下：方に移動する。

　o　Pu－240はパーナプル・ポイズンとしての役割をもつ。岡時に強い

　　共鳴吸収のため、ボイド係数、ドップラー係数が増加する。懐た、遅

　　発中性子割合が小さいので、出力安定マージンが減少する。

　　これらの特性を明らかにするため、臨界実験装置による実験と理論と

　の封比、診よび炉内照射による基礎資料の収集が必要である・‘

＆　軽水炉罵プルトエウム燃料加工の問題点

　　プルトニウム燃料に要求される主要難点は①経済性に見合つたもので

　あること、②既存の軽水炉炉心の設計変更をきたさないこと、③資料と
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して信頼性があること、壕どである。

1）加工技術

？懲の轡棚酸化クラン肛櫛断漱轍糊できる・齢酸
　　化物燃料製造法は共沈法、機械混合滋の2つがあ塾、それぞれにペ

　　レット法、振動充填法がある。・

　O　ペレット法はウラン燃料絹として確立されたものであり、混合酸

　　化物用として大幅な利用が可能である。しかし．液魍に：訟ける臨界

　　景の翻限：、所定濃度の粉末を得るためのプロセス・コント獄一ルが

　　難しい。

　○　振動充填法は密度は低く麦るが、水／燃料姥の小さい方が核的に

　　好ましいので好都合である。ただし熱伝導率は悪くなる。

。臨界聯賑に、よ瞳齢難しい・強α・γ縁からの灘表が必要・

　○　査察の対象となるものでもあり、ロス勘定も高いので、プ1コセス

　　における計量管理が必要である。

　o　低コスト達成のためのプロセスと最適な核熱設謙との調整が難し

　　い。グローブ・ボヅクス作業に適した加工法の確立が必顎。

2）経済性

　　酸化物燃料加工費と比較して1燃料要素当20～26％のコスト高

　となる。その要因は、①直接材料費②間接製造費③直接労務費④建物

　設備費の纈である。特に①が大きく、コスト増分の70％を占める。

　また、再処理時に論いて核分裂生成物の分離後、ウランとプルトニウ

　ムを直接にmake　upできると工程が簡素化され、コスト低滅に寄与

　するので、その可能性を検討する必要がある。

5）わが国の簾発現況

　　昭卸40年に完成した上原燃のプルトニウム燃料開発室では、計函

　当初から軽水炉リサイクルをFBR用計画と共に重点を澄いてきた。

　今後の開発スクジュールとしては、昭和50年までに燃料製造技術の

　開発を完了し、その間ハルデン炉、JRR－2、JMTRでの照射試

　験、TCAでの臨界実験、47年頃からJPDHでの性能試験を開始
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　し、50年以降に実用炉で数アセンブリーを照射する、という案があ

　り、それに必要な経費は59億円が見込まれている。

動・燃事業団では

　o　GET逸で2種のペレット、2種のゾルーゲルVIPAC燃料を

　　照射中であり（製造技術の評価）、

　o　ハルデン炉で2．5w／oP縫02－nat．UO2ゾルーゲルVIPACに

　　によるアセンブリーを近く照射する予定であり（燃料物質試験騎よ

　　び簗合体設計の核熱的試験）、

　o　？CAで昨年来、5種のプルトニウム濃慶、5種の燃料棒直径の

　　ものを用いて燃料棒内外の中性子束分布を渕定（燃料設計の基本計

　　算、燃焼にとも友う冶金的、化学的変化の炉物理的効果の調査）、

　旋どを行胤っている。45年慶から、45年度完成を覆標に1B15

熔の混合酸化物の完成燃料を製造し得るだけの施設に拡張する予定であ

る。
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第4セツシ駅ン

○　招待講演

議長新井友蔵氏　（日本鉱業協会会長・同額鉱業社長）

1核燃料産業の現状と将来

　　　　　　　　　　　　　　　動力炉・核燃料開発事業邸

　　　　　　　　　　　　　　　　　『副理事長　今井美材氏

　　i．　わが国ではま．だ核燃料産業は確立したとはいえないが、国のブ獄

　　　ジエクトとして動力炉の開発が軌道にのせられた以上，燃料産業の

．　　確立は既定の目標である。

　　2．　ウラン資源とその入手の問題

　　　　必ずしも』長期的に安定したエネルギーとはいえないが、開発の努

　　　力の結果、年々新規埋蔵量：の発見により増勢にあるが、真の解決は

　　　高速炉の出現にまたねはならなぬ。

　　　　ウランの入季としては市場の中心が米籔であり米国は世界の濃縮

　　　ウラン供給を一手に引受けようと考えているが、米国内のウラン・

　　　ブームは国外まで左右するに至ってない。目本が昨年カナダから

　　　喋5．000トンの大口買付に成功したことは国際的に特記すべき禦柄で

　　　ある。日本国内としては探鉱努力にもかかわらず、資源に乏しいの

　　　で国外から長契、スポット購入の外積極的な溝外開発の必要がある

　　　が、今やウランは国際商品として売季布場になった。

　　5　縷縮ウランの供給について

　　　　ヨ本は資源の問題とともに米国の濃縮を経ねぱならぬという二重

　　　㊧問題を抱えている。

　　　　米国ば賃濃縮を50ドルから26ドルに下げて市場独声を図って

　　　いるが1、欧州あたりでも今や米依存からの竸却をいかにするかにつ

　　　いて問題となっている。ユーラトムは「どこから」を政治的な問題

　　　　　　　　　　　　　　　一ろ7＿



　．と．拝魁げ・共同層群鹸討を開始したが・わ力咽の問題とし

　ては当分米国の「傘の下」にあるとともに自主開発により以上の力

　を注ぐべきである。

　4　国内の加工事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　ぴ　　そま　　　　　ヘド
　　メーカー・5社の建設計画が発蓑さ乳て、国産花は軌適に乗りつつ

　ある。取替燃料の需要は、昭和50年懐での発電計画6ア0万kwから

　　みて、可ないのものと見込康れ、事業の正常化は近吟。問羅な⑱は、；

　臼本は米闘に密着しているので米国燃料布場の動向をいち早くキヤ

　ツチして、その影響に対する対策を講じて澄く必要がある。

　　まず．原料入手からUF修変換繁での作業は米業者に依頼するとし

　ても、その事務的処理については加工業者自体でやるかどうかを考

　えて澄く必要がある。炉メーカーと細工業との関係にしても、将来

　の燃料布場に蔚ける国際競争めなかで経済的な優位姓を確保するた

　めに、またユーザーの燃料供給に撰する保証要求に応えるためにも、

　専業（lndependenもFabricator）でいくかどうか決めてお・かなけ’ればならない。

　　ブルトニュウム燃料の技術確立は大きな問題であり、先行する原子炉

　開発の動向に庄右されるところが多い。当面浸：本ではウラン酸化物で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　‘＝
　ゆくのが賢明といえ．よう。

　5　燃料サイクノレ

　　疑有制はきまったが、サイクル燃科の流通の調整の問題は重要で

．　ある。再処理とブルトニユウム加工がその中心的な仕事であるが、

　施設の規模や取置、プルトニユウムの一元的共同管理等が問題にな

　る。飼の燃料政策のなかで民間ペースを貫くのには嗣約があるが、

　技術馬弓によ診流れをよくしてやらねばならない。その技術とは再

　処理一ブルトニユウム回収技術の開発である。

　　再処理は動燃事業鰯で｛号機をつくるが小さ’くて経済性は望めな

　い，二間による2号機に期侍したい。

己　結論

　　要する．に鼠本にお・ける核燃料産業は加工事業による形成期’にある。

　成長後の将来の含理化についてはな於考慮すべき問題が多い。準備

　すべきものは早目になすべきであり、そのために例えば流通機構の

　整備など必要である。Verhc．雛でなくLateral　I辞tegratiOn

　について検討すべき段階にある。
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豆動力炉の建設経験

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本原子力発電株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役建設部長　鈴木小兵衛氏

　1，　原電は東海に次ぎ2号炉を敦賀に建設中の低濃縮ウラン軽水炉建設経

　　験について次の如き講演を行なった。

　2　敦賀発電所の概要

　　　位置論よび周辺の概：要、型式訟よび規模、配置等にっき説明

　5　G琵との建設契約について

　　　GB語よび（遡堅SOOの連帯責任による姉妹契約であり、ターンキー

　　：方式を採用した。

　　供給範囲、工期等にっき説明、運転誤記は44年12月の予定

　4・　工事の現況と工程

　　a　設計

　　b、製作、，

　　c　現地工事

　　　土木工事＿完成、敢水路工事一施行中、原子炉施設一格納容

　　　器越4ケ年9月終了、現在2次格納施設を施工中

　　　　タービンー42年4月基礎人工岩工事を終了、現在一部オペレー

　　　ティング・フロア施行中

　　　施＝E化の注意として、特に仮設備よう壁施工箇所の排水、夏期冬期

　　の工事量の確保等に注意のこと。

　　d　工事＝L程

　　　当初契約　44年9月燃料装荷　　怪2月逮転開始

　　　　〃修正　44年6月　〃　　　　　〃

　　　　　　　　　　（試験期間を長くとるため）

　5　建設上の特徴

　　a　建設方式　　ター、ンキー方式

　　　　わが国では経験に乏しく、工事の円滑化と責任の分散をさけるため
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　一括発注した。

b　設計の基本：方針

　　安全確実を旨とし、徒らに奇を求めない。

c　酎震設計

　　場所により個々に計算を要する。特に地震波についてはわが国にな

　いので、最もきびしい米国のものを採用した。

d　規準現格

　以上を通じて感じたものとしては、ターンキーでG猛に委せたがそれ

でも問題はあった。例えば陰米の気候の違い、又金利差の問憩等である。

翼原子力施設の安全性

　　　　　　　　　　　　　　　東京大学教授

　　　　　　　　　　　　　　　馬子炉安全専門審査会会長向坊　隆氏

1・はじめに・最近の施設大型化の傾向により・琴全性の評価方法につい

　ても再検討の段階にき憎いるとまえ細きして、米、英、ヨ1ζ山ける最近

　の動きを紹介、特に昨年ウイーン会議で発表された英国のプアーマー論

　文について、安全評価の定量イヒに確率論を滋入したその意義を認め、日

　本に澄いても大いに参考になると述べた。

　な慶も今後のわが国に澄ける問題点と方向性につき下記の報告を行なつ

　た。

2・　今後の問題点

　1）　新型炉、高速塑に対処する考え

　　今後は、新型炉、高速炉等新しい問題に対処するものがでてくるの

　　で、外国の例が参考にならないものもでてくる。

　　　新しい事態に対処する安全性の評価方法を研究囲発する必要性に迫

　　られている。また国の所管についても検討を票する。
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　2）　平常運転時に訟ける放射性廃棄物の処分について

　　　低レベル廃液の処分は、ことに再処理施設で問題となり固体廃棄物

　　の処分は、大型発電所で問題となる。

　　　これら施設が、急速に開発されるにつれ、大量の処分を必硬とする

　　時点で、大きな問題となろう。現在それに備えて検討する時期にある。

　　1）　放射性三級の処分について　　　　　　　　　　　　・1・、

　　　　人体への影響のない処分方法が、確立される必要がある。またそ

　　　の補充として、モニタリン．グ。システムの活用したがって籍たその

　　　管理と責任体潮の整備の必要がある。

　　lD　固体廃棄物にて？いて

　　　　これについてに、二二政府の指示にしたがい行なうことになって

　　　いるが、この政府の考え方を早急に震とめなげればならない。

　5）　安全性評価の定量化への努力

　　　原子力蜜全協会の原子力発電所の信頼度小委員会で、信頼度の定量

　　化の努力が行なわれて診り、これが安全性評価定量化の基礎となる。

　今後は、施設の建設段階からData奪収集する必要がある。

5　結　論

　　今後、原子力施設の安全施設の安全性を向上するほか、

　（P　安全管理体制の確立と、従業者の訓練

　㈲　モユタリング・システムの整鮪と責任体鰯の確立が必要であり、こ

　　れらがあいまって、籔全性は、より一層向上する。

　　　な論これに加えて、・事故（原子炉それ自体のものに限らず）の詳細

　　検討を重ね、原困を究明するほか、これら結果を公表する態度が望蓬

　　れる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第5セッション

○　パネル討論会

　　　　　　　長期エネルギー計画と原子力発電

　　　　議畏　松　根宗　一氏　　（一本原子力産業会議副会長．）

1　電力長期計画と原子力発電開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　中央電力協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　専務理事山崎久・一氏

4、　今回長期計画の概要とその特長

　　中央電力協議会では、昭和42年慶から51年度に至る唯0年間の

　電力長期計画を先般とりまとめた。今回の計画の特長は次のと細りで

　ある。

　a　最近あらわれはじめだ夏季ピークの顕著な増大傾向を重視してい

　　る。

　b　ピーク供給力として大規模揚水式水力を主体とする水力購発を考

　　えている。890万kWの水力開発のうち、70％が揚水式である。

　C　火力、原子力の大容量化の見通しが内外の締勢から明るぐなって

　来て澄鉱この計画には積極的にこれをとり入れた。

　d　将来のエネルギー需給ならびに経済性向上の面から原子力開発が

　促進・されている。

　e　公害防除の珪会的要請がますます強くなって来ているが、今回の

　　計画にも対策を積極的に訟りこんでいる。

　f　需製家サービスの向上をめざし、送変配電系統全般にわたる供給

　信頼慶の向上を計塾、重大事故発生にそなえた。

　g　広域運営の推進をはかっている。

2．　原子力開発計薩

　　原子力開発計画は技術開発の世界的進展の傾向を察知して、前年度
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計画に比し大市に増大している。

鼠　着工ベースに齢いて、前年慶計画より出力が解52MW　増加してい

　いる。

b　単機容量に溢いて、昨年慶の700MWから今年度の切0磁Wへ

　増加している。

c　原子ヵ対火力の着工規模の比は、昭和48年～51年度に澄いて、

　41：42となる。

d　供給力構成に訟いて、昭勲47隼度末には原子力が5％であるが、

　51年度：末には原子力が1て％となる。

e　建設費単価は、500MW級で、　kW当り6万～7万円、1，00G雑W

　級で、5万～ム5万円と推定される。

鉦　発電用燃料問題の将来

臼本エネルギー経済研究所

　　所長　向　坂　正　男　氏

　　わが国のエネルギー需要の伸びは顕著であり、これに対処するため、

　燃料確保問題が重要となってきた。本講演では“原子力産業の成長に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　よわ石油産業がいかなる影響を受けるか　を主要テーマとし、．その時

　期、対応の仕方等につき述べることとする。

1．　わが国の場合、昭和50年代の後半に石油産業は原子力産業の成長

　による影響を巌接的に受けることとなろう。

2　原子力発電の成長テンポは総合エネルギー調査会の計画を．上廻、るも

のと序想される・工欄ペースでは、昭和・・年の原子力輝は

　5亀000灘e　と想定しているが、松根研究グループの試算に露れば、

　54・000MWe　と想定している。

5　かかる原子力発鷺の成長により、わが圏の重油需要（注1）は稲対
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　的に減少することとなる。また石油製品全体の中で、重油の占める比

　率（注2）は当然低減する。昭和55年頃より重油輸入の要はなくな

　　　圃脚年重欄趨條灘ぎ液晶灘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　170百万k4

（　　騨u撫撫＿）
　り逆に輸出せざるを得なくなろう。

4，　原子力発電コストの低下傾向よりすれば、将来大巾な重油緬格引下

　げの要が生じて来よう。ただし原子力発電コスト1・5円／kWH　の時

　の重油価格270e円／k4の競争力は疑問である。

　　　　原子力発電コスト　　　　　同左見合の新鋭火力発電
　　　　　　　　　　　　　　　　　コストとするための重濡価格

　　　　　2。5円／k恥｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6，9〔〕0　円／　k4

　　　　　2．OPヨ／k「～㎎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4，80G　円　／　k老9

　　　　　1．5P∋／1（鴨｛［　　　　　　　　　　　　　2，7〔｝0円／k4

5　かかる原子力発電の成長：涛よびコスト低減傾向に対し、石油精製業

　は次の対策を講ずる腰がある。

　①　軽質原漉の確保

②　製品構造の軽質化

　③．・分解装瞬の大巾導入による精製方式の変更

　　な齢、公害対策上、脱硫問題が重要である。脱硫は重油コスト上昇

　に通ずるものであるが故に、今後脱硫コストを誰れが負撞するかとい

　う課題が残される。

5　将来、石濡製品の需要構造が重質油から軽質油へ特化することによ

　り、暫し吟緬格体系が出現することとなろうが、電力、石抽両者の協

調体制が今後の総合エネルギ「政策の主眼と思われる。
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皿　石油需給の動向と石油産業ρ課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　丸善心逸株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　常驚欺締役脇坂泰彦氏

　エネルギー産業は、・①長期的安定嫉と低廉性の確保、②国際収支と安金

保障、③公害あるいは、海上交通の輻覆対策等の観点よ診総合的、長期的、

政等的な調整と位置づけが必要である。

　また、エネルギー政等遂行上の基本的態度として、自由競争の原則は尊

重されるべきである。

t将来・石油藤の構雨冷綱手を賊爾因は小論電の蜘
　である。ただし、原子力発電が今後急逸な発展を示穿としても、富豪奮

　業は昭和50年忌迄は、さしたる影響を受けることはないであろう。直

　接的影響を受ける時期は昭和60年代以降であろう。

　　すなわち総合エネルギー調査会の長期エネルギー見通しによれは、原

　子力発電容量を50年5，000厳We、　60年5翫ooeMWeを晃込んでも電

　力用電漉需要量は量的に45年25百万k．6、50年46百万k6、

　60隼「85百万k6と急激に増加し、他方重袖輸入量も50年19百万k4

　60年9百万k4と量的には減少するが、原子力発電を5印00即e　晃

　込んだとしても60年にな訟輸入の必要を示している。輸入重油9菅万k6

　は原子力発電の約丘OGeMIVeに相齢すると考えられる。しかして国内石

　湘産業にとっては・原子力発電の成長による影響は・60年代に入って

　からのことであり、か攻り将来の問題と考えてよかるう。

2．　かかる見解よりすれば、石油産業は、50年代迄は対応の研究と準備

　の段階、6G年代に到り、始めて対応する裏糊の実行の段階と考えてよ

　かろう。

5原子力発電の成長に対する石油産業の対応の仕方咋ついては、需要構

　造変化の度合いにもよるが、軽質油化のみならず分解技術の大巾導入等

　が考．えられるが、根本的には、わが国一口の問題ではなく世界的な石油

9製品需要構造の変化が供給体制の変化となって現われ、その時点では原

　袖価格の大巾値下げも十分考えられるのである。
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4重油コスト上昇につながる脱硫コ諮・トについては・原料中のサ私7ア

　一を1％低下せしめるのに500円／k4　荷重されるが、ただし現状石油

　製品には低サルファー原野使用による公害対策コストが約歪5％程度す

　でに墨入れられて劃り、また、現状脱硫技術開発途上にあるところがら

　すれは、今後、脱硫コストの．大巾低滅は可能と思われる。

5　かくして既述の通り将来に拭ける原濾価格冷ξび脱硫コストの大巾低

　下の可能性よりすれば逆に、石油産業の成長による原子力発電への影響

　恵考えられなくも：ないのである。

・π　発電用核燃料の確保について

　　　　　　　　　　　　　　　　東京電力株式会社，

　　　　　　　　　　　　　　　　　常務取締役　田・中直治郎氏・

　　中央電力協議会の調査によれば昭和42年～51年の10年聞に原子

　力発電設備はi8基、総出力は貯｛5MWとなり、昭和51年末総発電

　設備構成は水・火力89％に対して原子力蓬1％となる。原子力委員会

　早瀬篇42年4月策定した・「原子力開発利用長期計画」によれば昭和60

　年の原子力発電設備容量は50，00ρ齪｝4蘭ooNW　となり、総発電設備容

　量の窪9～25％を占める鱒至ると予想している。それまでの核燃料の

　累積駈要量：はU308約10万ショート・トンに対し、国内賦存：量は5，000

　ショート・トンに過ぎ難い。欧州原子力機関の調査では自由国のウラン

　資源量は、ポンド当り10ドル以下のU308の確認埋蔵量は約85万シ

　ョート・トンである。

　　米国原子力委員会の発表では、自由国の原子力発電は、昭和55年

　280，000MW　と推定され、これに必要な天然ウランは50万ショート・

　トンである。近年、原子力発電の予想をはるかに上魍る伸びにより、ウ

　ラン需給は昭和45年以降5～4年間一時的に逼迫することが予想され

　るが、しかし米国を始め各国は探鉱活動を活癸に進めているため、天然

　ウランの生産増大が期待できる一方、燃料経済に資する高速増殖炉阪新

　型転換炉の実用化、プルトニウムの有効利用等の努力も進められている。
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我国では昭和60年以前に高速炉の実用化が期待できる。

　我が国のウラン確保の方策検討のため、昨年5月核燃料調査騒を派遣

する一方、具体的燃料確保対策として探鉱開発、長期購入契約及びスポ

ット購入契約の三者の組合せによることとした。電気事業7社とB本原

子力発電株式会社は、カナダのデニソン・々イジ瀕社卦よぴ’リオポアル

ゴム社との間に昭和44年からう0年間、U308　で総量狐500　ショ

ート・トンの長期購入契約を昨年末と今年当初に締結したが、共周探鉱

開発についても協議し得ることになっている’。すでに三菱金属鉱業とリ

ォ・アルゴム社との共同探鉱開発契約の成立をみ、さらにカー・’マギー

社：から共同探鉱開発の申し入れもある。

　原子力発電計画では低濃縮ウランを使用するが、当面の所要燃料は海

外業考に転換を委託し米国原子力委員会と委託濃縮の契約を締結するよ

う準備中である。原子力発電機器は、ここ当颪は技術導入に依存するが、

将来は自害技術の開発による国産イヒを図り、．且つ輸出をも行うと同時に

燃料の転換、濃縮、成形加工等一連の燃料サイクル上の諸工程について

も同様完全自給化を図るべきものと思う。
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○原産特別委員会報告

議畏大屋　敦氏（日本原子力産業会議副会長）

1　核拡散防止問題特別委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　季員長　　清成　　遽◎氏

　昨年8月、：米ソ両国が核拡散防止条約の窮一次草案を提出して以来、本

年歪月の完成草案提出にいたる、18力国軍縮委員会の経緯と、これに対

するわが国産業界の意見と抄まと』 ﾟのため、臼本原子力産業会議に設けら

れた核拡散防止問憩特別委員会の活劇を中心に報聾が行なわれ、第5条

（保障夢違）を含む完威草案は、非核保有国の意向をもり込んだ薦むきの

ものであるとし友がらも、条約本来の目的を平等かつ効果的に織成するた

めには、麦：沿、次のごとき問魑が残されていると指摘した。

1。　平和利用に聴ける群議の権利の確保・

　　新条約で謡言繊賄国に測る核爆発の平和的利用に関する研究は

　禁止されていると解釈されるが、いかなる場合でも「研究」は自由な箕

場から戯れるべきものである以上原子力平編彌に舞て確般的な

　類究の自由は羅保して尊くべきである。

2．　IAEAによる保障措置の皇嗣の合理化

　親条約の昌的を効果的に達成するためにはより多くの国がこの条約に参

　黙することが青まれるG　したがって、　IAEAの保障措置：は平等で受け

　いれやすいものであることが必要である。このため　a）設計審査、計

　量友ど査察に関する墓準を確立し、可能なかぎりこれを公表すること。

　b）計量糖慶については、対象を濃縮慶5％以上のものとそれ未満のも

　のに：わけ．その精慶を区分すること。c）産業機密の漏洩防止のために

　考慮をはらうこと。d）工業規模の施設、研究謎謎の施設とで査察上の

　取扱いを区分し、計量にあたっては絹対議よ診も、絶対量を重視すべき

　である。e）査察の簡素化に優するため、査察方弍の検討や、査察手法

　の；磯械化などに醜する研究も必要であるσ
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乙　条約の有効鯉間の問題

　　駈条約では、発効後25年を経てこの制度の存廃を検討することに

　なっているが、技術進歩のはやいこの分野の特徴を考えると、より近

　い将来に澄いてこの検討を行なうことが望ましい。

4．　核保有国の軍縮i菱務の明確化

　　漸条約に核保有国の軍縮努力を診匂込んだことは一つの進歩ではある

　が、現在行なわれて1いる大国の軍備拡大、高慶化の傾向をみるとき、

　核保有国の軍縮への「努力」を定やた条約第6条程度の規定では不完

・全である。具体的な核軍縮借置が示されないかぎり識ζの新条約は、

　非核保有国の拾頭を齢さえる手段と考えられることも避けられまい解

H　材料試験炉利用懇談会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長　　平塚正俊氏

。鵬鉾欝綴無嬬欝融剤『瓢灘あa
その建設にいたる経過と、本年5月の臨界を前にして、その趨切灸運用

をはかるため設置された材料試験炉利用懇談会の居動報告が行旋われた。

とくにその運営方式と料金偉系ρあり方を中心に関係各界に提撮された

「材料試験嫡利用に関する要望」について詳述しつつ、その’運転に要す

る直接経費にふれ、これをまか左うため数億円の照射料金が畏間に期待

されているが、民間の多くの潜在需要はJMTRによる照射が直接毘間

産業の利益につ旋がる体制が整ってい凹い現状では顕在化しえないとし

て、産業界が自巳資余による研究三三セζ耐えうる雲での暫定期閣、この

ための適切浸措置が強く望まれると結んだ。　　　　　　　・
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通　原子力用鋼材漂準化懇談会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長　湯川正夫氏

　原子力開発の進展にとも細い、わが国の原子力鋼材の需要は著しく増

虚しようとの予測にもとづき、このための標準規格の確立は焦眉の問題

であるどして、日本原子力産業会議に設けられた原子力用鋼材標準化懇

離会の活動が報告された。この報告に澄いては、諸外国との比較を通じ

てわが国に於ける原子力用鋼材規格の不備をつき、米国規格依有の濁状

を脱し、国際的基準として利用できるJ亙S規格を早急に制定する必要

があり、このための要望をちかく政府関係当局に提出することが明らか

にされ、原子力用鋼材の特蘇姓にかんがみ・、在来のごとく種々の夢判を

含む品種溺規格ではなく、誤りの許され友い「原子力嗣」とじ℃4）鋼材

規格の必要性が強調された。

W　アイソトープ・放射線利用に関する化学・繊維工業懇談会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委愚長　：斎藤辰雄氏

　鈴1・．放射線の利用は、広汎浸分野に聴いて、産業化、工業化がすす

められているが、とくに利用度の高い化学、鐵準工業を対象に、その利用

促進をはかるた．め日本義子力産業会議に最初に設けらμた化学・繊維工

業懇談会の活効について報告を行なうとともに、同懇談会がとりまとめ

た報告書にもとづき、RI・放射線利胴の現状と将来見通しに立蔑した

問題点の解明が喚された。さらに、今後の円滑、有効な利用をはかるた

め、a）閣発利用專門審議組織の設置、　b）猿子力研究所利照繊塵部門

の強化拡充、c）研究開発、企業化に対する政策、措鷺の強化、　d）申

請手続の簡素化、型式承認制度など法的規制の改善、e）技術者養成、

知織普及への対策と努力などの提案が友された。
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○閉会総会

　　　　　　　議長大屋　敦氏（日本原子力藤会議副会長）

　閉会総会に酬いては、まず、本大会準備委員長一本松珠磯回が各セッシ

ョンあるいは各発表をふりかえり、その印象と所感をまじえて大会成果の

とりまとめを三友い、ついで、大屋議長が本大会が円滑浸運営を通じて所

期の農的を達成し得たことは、ひろく各位の錨力によるものであるとの閉

会挨拶を述べ、　2摺闘にわたる第｛回原産年次大会は満場の泊手とともに

その幕をとじた，、

　　　　　　　　　　　　一

旬1回大会の成果
　第歪回の年次大会を省みて、いろいろ友特長を指摘することができるが、

第りにあげなければなら方いのは、わが国の原子力産業がようやく揺難期

を脱して、日本経済のなかに重要な地位を古めつつある現実が、．大会の

講演やシンポジウムの内容に色濃く反映していたことである。

　このことは、自主技術の中心として原子力病身を高く評緬した初ヨの木

用沼一隆氏（経済審議会会長）の講演や、第2日のパネル討論会「長期エ

ネルギー計画と原子力発電」友どに、とくに頭著にみられたが、後者のパ

ネル討論会は、原子力二二の石油塵業に及ぼす影響の聞題が、原子力と石

窟の両サイドから真剣に討議されたという点で、わが国では初めての漸期

的変試みであつよといえよう。

　蓑た、初臼の三宅泰雄氏の特別講演「原子力鵬発と放射能安全：」も、広

く櫓設周辺の産業や国民全体の立場から、原子力産業の発展にともなう安

全確保の問題を取上げたものであり、社会科学と自然科学の爾面からの究

明が必要であるとして、研究所設立などのユニークな提案が激こ友わカた。

　第1日午后の晦外招待講演は今次大会のある意味でのハイライトであっ

たが、とくにアメリカ原子力委眞会のE・J・プロツク氏により、アメリ

カのウラン濃縮：工場の詳細が初めて公表されたことは、この大会の評億を
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著しく高めたものであり、また、アメリカ原子力委員会がこの大会をいか

に重視していたかを示すもρといえる。

　イギリス原子力公社N・L・フランクリン氏による超大国にあらざる国

の原子力平憩利爾に語いて核燃料サイクルは如何に考えるべきかという問

懸の分析や、フランス原子力庁のG・バンドリエ氏による高速炉彌発に澄

ける日仏協力の可能性の表明など、それぞれに建設的疫内容であった・

　大会の基調であった核燃料問題に間しては、2賃百に行なわれたシンポ

ジウムrプルトニウムの熱中性子炉へのリサイクル」に洗昌が集康つた。

三人の講師の総括的友発表ののち、それぞれの分野で第一線にある若手メ

ンバーによる白熟した討論が行なわれ、リサイクル技術を確立して診くべ

きであるとの意見が大勢を占めたが、その四容は山田原子力委員も表明さ

れた通り、今後の原子力政策に生かされるものと期待される。

　薪蘭などのマスコミ’も本大会を注視し、大‘きく報道した。その論調にも

原子力童菜の問題一一平和利馬一一一一について、国残全体が考えてゆかねば

なら濯い段階にきたことが強調されており、本大会の意図したところが十

分達成せられたものといってよい．．

　今後、翻を璽ねるにともない、この年次大会がわが国でも、源子二三金

体の意見発表、政策討議の揚として発麓することが期待されるが、第1圓

大会の成果は十分その期待を裏付けたものといえるであろう。
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